
○ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律 

（平成十一年法律第百十七号）（抄） 

 

（定義） 

第二条 この法律において「公共施設等」とは、次に掲げる施設（設備を含む。）をいう。 

一 道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、工業用水道等の公共施設 

二～六（略） 

２～５ （略） 

６ この法律において「公共施設等運営事業」とは、特定事業であって、第十六条の規定による設定

を受けて、公共施設等の管理者等が所有権（公共施設等を構成する建築物その他の工作物の敷地の

所有権を除く。第二十九条第四項において同じ。）を有する公共施設等（利用料金（公共施設等の

利用に係る料金をいう。以下同じ。）を徴収するものに限る。）について、運営等（運営及び維持

管理並びにこれらに関する企画をいい、国民に対するサービスの提供を含む。以下同じ。）を行い、

利用料金を自らの収入として収受するものをいう。 

７ この法律において「公共施設等運営権」とは、公共施設等運営事業を実施する権利をいう。 

 

第四条 政府は、基本理念にのっとり、特定事業の実施に関する基本的な方針（以下「基本方針」と

いう。）を定めなければならない。 

２～７ （略） 

 

（実施方針） 

第五条 公共施設等の管理者等は、第七条の特定事業の選定及び第八条第一項の民間事業者の選定を

行おうとするときは、基本方針にのっとり、特定事業の実施に関する方針（以下「実施方針」とい

う。）を定めることができる。 

２ 実施方針は、特定事業について、次に掲げる事項を具体的に定めるものとする。 

一 特定事業の選定に関する事項 

二 民間事業者の募集及び選定に関する事項 

三 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

四 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

五 事業契約（選定事業（公共施設等運営事業を除く。）を実施するため公共施設等の管理者等及

び選定事業者が締結する契約をいう。以下同じ。）の解釈について疑義が生じた場合における措

置に関する事項 

六 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

七 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 

３ 公共施設等の管理者等は、実施方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるもの

とする。 

４ 前項の規定は、実施方針の変更について準用する。 



（特定事業の選定） 

第七条 公共施設等の管理者等は、第五条第三項(同条第四項において準用する場合を含む。)の規定

により実施方針を公表したときは、基本方針及び実施方針に基づき、実施することが適切であると

認める特定事業を選定することができる。 

 

（民間事業者の選定等） 

第八条 公共施設等の管理者等は、前条の規定により特定事業を選定したときは、当該特定事業を実

施する民間事業者を公募の方法等により選定するものとする。 

２ （略） 

 

（欠格事由） 

第九条 次の各号のいずれかに該当する者は、特定事業を実施する民間事業者の募集に応じることが

できない。 

一 法人でない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない法人又は外国の法令上これと同様に取り扱われてい

る法人 

三 第二十九条第一項（同項第一号に係る部分に限る。以下この条において同じ。）の規定により

公共施設等運営権を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない法人 

四 公共施設等運営権を有する者（以下「公共施設等運営権者」という。）が第二十九条第一項の

規定により公共施設等運営権を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実が発

生した当時現に当該公共施設等運営権者の親会社等（その法人の経営を実質的に支配することが

可能となる関係にある法人として政令で定めるものをいう。第七号において同じ。）であった法

人で、その取消しの日から五年を経過しないもの 

五 役員のうちに次のいずれかに該当する者がある法人 

イ 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている者 

ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に取り扱われてい

る者 

ハ 禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しない者 

ニ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号

に規定する暴力団員（以下この条において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった

日から五年を経過しない者 

ホ 公共施設等運営権者が第二十九条第一項の規定により公共施設等運営権を取り消された場合

において、その取消しの日前三十日以内に当該公共施設等運営権者の役員であった者で、その

取消しの日から五年を経過しないもの 

ヘ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人がイからホまでの

いずれかに該当するもの 



六 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者がその事業活動を支配する法人 

七 その者の親会社等が第二号から前号までのいずれかに該当する法人 

 

（公共施設等運営権の設定の時期等） 

第十九条 公共施設等の管理者等は、第十七条の規定により実施方針に同条各号に掲げる事項を定め

た場合において、第八条第一項の規定により民間事業者を選定したときは、遅滞なく（当該実施方

針に定めた特定事業が公共施設等の建設、製造又は改修に関する事業を含むときは、その建設、製

造又は改修の完了後直ちに）、当該実施方針に従い、選定事業者に公共施設等運営権を設定するも

のとする。 

２～４ （略） 

 

（費用の徴収） 

第二十条 公共施設等の管理者等は、実施方針に従い、公共施設等運営権者（公共施設等運営権に係

る公共施設等の建設、製造又は改修を行っていない公共施設等運営権者に限る。）から、当該建設、

製造又は改修に要した費用に相当する金額の全部又は一部を徴収することができる。 

 

（公共施設等の利用料金） 

第二十三条 公共施設等運営権者は、利用料金を自らの収入として収受するものとする。 

２ 利用料金は、実施方針に従い、公共施設等運営権者が定めるものとする。この場合において、公

共施設等運営権者は、あらかじめ、当該利用料金を公共施設等の管理者等に届け出なければならな

い。 

 

（処分の制限） 

第二十六条 （略） 

２ 公共施設等運営権は、公共施設等の管理者等の許可を受けなければ、移転することができない。 

３ 公共施設等の管理者等は、前項の許可を行おうとするときは、次に掲げる基準に適合するかどう

かを審査して、これをしなければならない。 

一 公共施設等運営権の移転を受ける者が第九条各号のいずれにも該当しないこと。 

二 公共施設等運営権の移転が実施方針に照らして適切なものであること。 

４～６ （略） 

 

（公共施設等運営権の取消し等） 

第二十九条 公共施設等の管理者等は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、公共施

設等運営権を取り消し、又はその行使の停止を命ずることができる。 

一 公共施設等運営権者が次のいずれかに該当するとき。 

イ 偽りその他不正の方法により公共施設等運営権者となったとき。 

ロ 第九条各号のいずれかに該当することとなったとき。 



ハ 第二十一条第一項の規定により指定した期間（同条第二項の規定による延長があったときは、

延長後の期間）内に公共施設等運営事業を開始しなかったとき。 

ニ 公共施設等運営事業を実施できなかったとき、又はこれを実施することができないことが明

らかになったとき。 

ホ ニに掲げる場合のほか、公共施設等運営権実施契約において定められた事項について重大な

違反があったとき。 

ヘ 正当な理由がなく、前条の指示に従わないとき。 

ト 公共施設等運営事業に関する法令の規定に違反したとき。 

二（略） 

２・３ （略） 

４ 公共施設等の管理者等が、公共施設等の所有権を有しなくなったときは、公共施設等運営権は消

滅する。 

 


